
 
 
 
 
 
 
 
 

第１章 計 画 策 定 の 方 針 

計画策定の趣旨や位置付け、目標年度を明確

にするとともに、本県のＩＴ活用を取り巻く

現状を分析します。 



§１ 目 的 
 
１ 趣 旨 
 インターネットの飛躍的な普及を背景にした情報化の波は、産業界にとどまらず社会全体に及

んでいます。*ＡＤＳＬ等の高速・超高速のインターネットサービスが一般家庭にも普及を始める

など、本格的な*ブロードバンド時代が到来しつつあります。 
 この波は、組織やビジネスのあり方だけでなく、個人の生活や地域社会にも大きな変化を及ぼ

そうとしています。*ＩＴ（情報通信技術）の活用により社会経済構造をいかに変革していくかが、

今後の社会の活力を維持するための重要な鍵となっています。 
 豊かな県民生活を築き、地域の活力を引き出すためには、地域の行政府である県行政におけ

るＩＴ活用が極めて重要な意味を持ちます。県民との関係においては、顧客志向、双方向のコミ

ュニケーションを重視した新たな行政運営スタイルを構築するとともに、県の内部にあっては、ＩＴ

の活用により、旧来の仕事のやり方、組織のあり方を見直す必要があります。 
 また、ＩＴ活用により産業全体を活性化することが必要です。特に製造業を中心とした厚い産業

集積を有する本県にとって、その拡大・発展は大きな課題となっています。 
 一方、２００５年（平成１７年）には中部国際空港の開港や日本国際博覧会の開催などの国家的

プロジェクトが控えており、ＩＴを先導的に活用する絶好のデモンストレーションの場となります。

利用者に最先端のＩＴを実感してもらい、その後の県民生活全般への高度なＩＴ活用につなげて

いくことが必要となります。とりわけ*ＩＴＳ（高度道路交通システム）は、車社会が抱える諸問題を

解決しつつ、環境調和型のまちづくりなどを実現する新しい社会システムとして、その普及がお

おいに期待されています。 
 このように、ＩＴがゆとりと豊かさを実感できる県民生活の実現を支援するための、また、県行政

の多くの領域にわたる課題解決のための強力なツール（手段・道具）であるとの認識のもと、行政

と民間（企業、大学、ＮＰＯなど）とが協働して施策展開を行うための行動計画（アクションプラン）

として、本計画を策定します。 
 
２ 位置付け 
 平成１２年８月に国（自治省（現総務省））が出した「ＩＴ革命に対応した地方公共団体における

情報化施策等の推進に関する指針」において、地方公共団体が地域の実情に応じた総合的な

推進計画を策定し、それに従って施策を計画的に推進していくことが要請されています。また、

平成１３年１月に施行された高度情報通信ネットワーク社会形成基本法（ＩＴ基本法）においても、

「地方公共団体は、基本理念にのっとり、高度情報通信ネットワーク社会の形成に関し、国との

適切な役割分担を踏まえて、その地方公共団体の区域の特性を生かした自主的な施策を策定

し、及び実施する責務を有する」（第１１条）と定められています。 

 この計画は、こうした国の方針や施策との整合性を取りつつ、「*新世紀へ飛躍～愛知２０１０計

画（平成１０年３月）」を上位計画としており、地方計画フォローアップ委員会（平成１２年度）によ

る２０１０計画の点検成果と、さらには、「*あいち情報産業ビジョン（平成１１年４月）」及び「愛知県

行政情報化計画（平成１１年１２月）」を踏まえたものです。 

 

 - 1 -



３ 計画の目標年度 

 ＩＴに関する技術的発展や新しいシステムの展開などを受けて、近い将来においてもＩＴを活用

する方策や施策が発展的に様変わりすることが予想されます。したがって、平成１７年度（２００５

年度）を目標年度とする短期の計画とします。 

 
 

§２ 背 景   
１ ＩＴ革命の個人・家庭環境への波及 
 総務省の「通信利用動向調査」（平成１２年末現在）によれば、平成１２年末のインターネット利

用者数は４，７０８万人（前年２，７０６万人）、世帯普及率は３４％（前年１９％）と、ともに前年に比

べて大幅な増加となっており、３世帯に１世帯がインターネットを利用している状況にあります。 
 また、情報通信機器では、携帯電話が全世帯の約８割（平成１２年末）、パソコンは約５割（平成

１２年末）まで普及しています。 
 
  

わが国におけるインターネットの普及状況 

                                    平成１３年 通信白書より 

利
用
者
数 

企業普及率 
（300人以上） 

事業所普及率 

世帯普及率 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成１２年末頃からは、本格的なブロードバンドネットワーク時代が到来しつつあり、*ケーブ

ルインターネット、ＡＤＳＬ、*ＦＴＴＨ（光ファイバによるインターネットサービス）など、高速・超高

速のインターネットサービスが一般家庭にも急速に普及しはじめています。 
 さらに、インターネットに対応した携帯電話の保有率が平成１２年末には２６．７％に達しており、

前年の８．９％から３倍に急増しています。 

本県が平成１３年度に行った県政モニターアンケートによると、自宅や勤務先などのパソコン

又は携帯電話からインターネットを利用している人は６３．１％と前回（平成１０年度）の調査の倍

となっており、特に日常的に利用している人は、９．６％から３５．４％へと大きく増加しています。

このことからも、本県においてもインターネットが県民に広く普及している状況がわかります。 

 - 2 -



愛知県におけるインターネットの利用状況

利用したこと

がない

36.9%

利用したこと

はあるが、今

はほとんど利

用していない

8.2% ごくたまに利

用している

10.7%

月に数回利用

している

8.8%

日常的に利用

している

35.4%

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 過去との比較（％）

35.4

9.6

8.8

5.5

10.7

6.5

8.2

8.9

36.9

67

0

2.5

今回（平成１３年度）
回答者数＝４７７

前回（平成１０年度）
回答者数＝８６５

日常的に利用している
月に数回利用している
ごくたまに利用している
利用したことはあるが、今はほとんど利用していない
利用したことがない
無回答

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

県政モニターアンケート結果より（調査期間：平成13年６月22日～７月２日）  
 

新たな動きとしては、平成１３年５月に登場した第３世代携帯電話「*ＩＭＴ２０００」からさらに第

４世代へ向けた開発着手が進められていることや、コンピュータが内蔵され通信回線で結ばれ

た情報家電と呼ばれる新しい家電の登場により、例えば外出先から携帯電話などでエアコンを

コントロールしたり、冷蔵庫の在庫情報を管理したりできる社会へと変化しつつあることなどが挙

げられます。 

 
２ 民間企業への波及 
 近年のインターネットの普及にともない、*電子商取引を中心とするインターネットビジネスが大

きく成長しています。平成１２年の市場規模は４７兆８，０３１億円となり、対前年比で倍増していま

す。インターネットビジネスを大別すると、最終消費財を対象とした電子商取引、中間財を対象と

した電子商取引、インターネット関連ビジネスの３つがあり、それぞれに市場規模が大幅に拡大

しています。 

電子商取引は、企業にとっては、商品・サービスの販路拡大や原材料調達コストの削減に、ま

た、消費者にとっては、いつでもどこでも様々な商品・サービスが入手できるなど利便性の向上

につながることが期待されており、今後もさらに市場が拡大していくことが見込まれています。ま

た、インターネット関連ビジネスでは、特に広告・通信サービスなどソフト関連サービスの市場の
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成長が著しく、インターネットを通じた汎用*アプリケーション提供サービスである*ＡＳＰ市場は今

後一層の拡大が予測されています。 

一方、平成１３年に入ってから、欧米のＩＴ不況の影響や、パソコン、携帯電話等の需要の伸び

悩みなどにより、日本のＩＴ関連メーカーの業績が悪化するなどの状況が顕著になってきました。

これらの企業においては、工場の統廃合や人員の削減など、事業の再構築が進められていま

す。 

 また、企業内のＩＴ化についての状況は、*ＬＡＮや*イントラネットの構築はもちろんのこと、生

産性向上を図るため、*ＢＰＲ（ＩＴを活用して業務の流れや組織構造を最適化する取組）や*ナレ

ッジマネジメント（企業内情報共有）などが積極的に進められています。 

今後は、ブロードバンド化に伴う*コンテンツビジネスの活性化により、ＴＶ電話機能を用いた 

*遠隔医療システムや次世代インターネット*プロトコルである*ＩＰｖ６を搭載したサーバ等の新た

な需要が生み出されることが期待されるなど、景気循環における調整過程とあわせて、ＩＴ需要

はいずれ回復することが予測されます。 

 

 
３ 国の動向 
 国においては、国際的なＩＴの潮流を背景に、平成１１年の*ミレニアムプロジェクト以降、ＩＴ関

連の施策や法案を積極的に推進しています。平成１３年１月には「高度情報通信ネットワーク社

会形成基本法（ＩＴ基本法）」が施行され、これに基づいて「高度情報通信ネットワーク社会推進

戦略本部（ＩＴ戦略本部）」が発足し、ＩＴ推進体制が整備されました。また、同月に策定された政

府のＩＴ推進の基本方針である「ｅ－Ｊａｐａｎ戦略」において「我が国が５年以内に世界最先端のＩＴ

国家になる」という目標が掲げられました。 

平成１３年３月には、「ｅ－Ｊａｐａｎ戦略」のアクションプランとなる「ｅ－Ｊａｐａｎ重点計画」が発表さ

れ、重点的に実施すべき５つの重点政策分野が、以下のとおり明らかにされました。 

 

① 世界最高水準の高度情報通信ネットワークの形成 

② 教育及び学習の振興並びに人材の育成 

③ 電子商取引等の促進 

④ 行政の情報化及び公共分野における情報通信技術の活用の推進 

⑤ 高度情報通信ネットワークの安全性及び信頼性の確保 

 

なお、この計画において、２００５年に本県で開催される日本国際博覧会がわが国ＩＴ施策の総

合的なデモンストレーションの場として位置付けられました。 

平成１３年６月には「ｅ－Ｊａｐａｎ２００２プログラム」が策定され、平成１４年度に各府省が取り組

むＩＴ重要施策の基本方針が示されました。さらに、それ以降これらの計画の前倒しが発表され

るなど、国のＩＴ施策に対する取組は一層加速しています。また、国の行革大綱においても明確

に電子政府の位置付けがなされました。 

一方、国は地方公共団体のＩＴ化に対しても、様々な取組を進めています。平成１２年８月には

「ＩＴ革命に対応した地方公共団体における情報化施策等の推進に関する指針」（自治省）が提

示され、地方公共団体として早急に取り組む必要のある事項等が具体的に明示されました。 
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 また、平成１２年１２月に示された「地域ＩＴ推進のためのアクションプラン」（自治省）では、上記

「指針」を踏まえ、自治省が地方公共団体を支援するために実施する事項について年度ごとの

取組内容等を具体的に明らかにしました。 

なお、平成１３年１１月に示された「電子政府・電子自治体推進プログラム」の中の「地方公共

団体の電子化スケジュール」は次のとおりです。 

 

 

地方公共団体の電子化スケジュール 
１３年度 １４年度 １５年度 １６年度～ 

         
 事  

○ ネットワークの整備 
  １.総合行政ネットワーク 
 
 

２.住民基本台帳ネットワーク 
 
 
 
○ 本人確認の仕組みの整備 
  １.組織認証基盤 
 
 
  ２.公的個人認証サービス 
 
 
 
○ 電子窓口の整備 
 （電子申請システム） 
 （公金収納システムを含む） 
 
 
 
 
 
 
 
○ 地方税の電子申告 
 
 
 
 
 
○ 電 子 調 達 
 
 
 
 
○ 地方選挙における 

電子投票 
実    施 

試行実施の促進（技術面、財政面の支援等） 

〈  試行準備 

関係機関と調整 

法案準備 

 モデルシステムの実証実験 

地方税電子化推進協議会の検討 
可能な税目から、順次システム構築、運用開始 

先進団体でのモデル実験  順  次 、 運  用  団  体  の  増  加 

〈

（主に都道府県） 
モデル実験 システム構築、対象手続拡大、運用開始 

           認証基盤との接続実験      運 用 開 始             決済基盤との接続実験 
 法案提出 

モデルシステム構築［3月］ 

〈市町村等〉 順 次 、 ｼ ｽ ﾃ ﾑ 構 築 、運 用 開 始 

全県・政令市で構築［3月］ 全団体で運用開始 

モデルシステム構築［3月］ 全国的な実証実験 
法案提出 

構 築 運用開始 

市 町 村 で 順 次 構 築 

全団体で運用開始 市 町 村 で 逐 次 稼 動 
国と接続 

稼動 

(８月) 
全 面 運 用 開 始  住基ｶｰﾄﾞ交付準備 稼動 

(８月) 
ネットワーク運用準備 

全県・政令市で運

用開始［10月］ 

 総務省資料    
 

 

（注）地方公共団体の取組を
 で、また、これに対応する国の支援策（国費）を
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で表示。 
〈パイロット事業〉
試行団体〉
先行団体〉 
 
項
 年度



４ 愛知県のこれまでの取組 
○ 行政内部と地域の情報化への取組 

 本県では、昭和３９年から*汎用コンピュータを導入し、財務、給与等の事務処理の効率化を図

ってきました。平成１１年１月には、行政事務の一層の効率化、高度化及び県民サービスの向上

を目標に、本庁と地方機関を通信回線で結ぶ「行政情報通信ネットワーク（ＬＡＮ・*ＷＡＮ）」の

運用を、また、平成１２年３月には、県と市町村間及び市町村同士を相互に接続した「あいち自

治体情報ネットワーク」の運用を開始するなど、行政の情報基盤の拡充に取り組んできました。 

県民サービスの取組では、平成８年１０月にホームページを開設し、県政や県民生活に関わ

る情報を国内外に向け発信してきましたが、さらに、平成１２年４月からは、これまでの情報提供

に加え、県の施設の予約などが２４時間可能な「愛知県民情報システム（ネットあいち）」として新

たに運用を開始しています。それ以降も、透明性の高い県政の実現を図るため、発信情報の充

実・拡大に加えて、関連情報とのリンクや提供情報の体系的整備等を進めています。 

 なお、ホームページの*アクセス数（ページ毎にカウント）は、国内を始め海外１３７カ国から、平

成８年１０月の開設当初から平成１４年２月末までに約６，６４３万件、平成１４年２月の１ヶ月間で

約３６６万件（１日当たり約１３万件）ありました。 

 

   愛知県のホームページの利用状況             （平成 14 年 2 月 28 日） 

 平成８年１０月末 

(開設時)   〔Ａ〕 

平成１４年２月末現在 

      〔Ｂ〕 

増加率（倍） 

   〔B/A〕 

総ページ数 608 ページ 13,006 ページ 21.4 

アクセス件数 

（１ヶ月分） 

40,963 件 

〔1,321 件/日〕 

3,663,719 件 

〔130,847 件/日〕 
89.4 

 

 

一方、地域の情報通信基盤については、災害時等の通信確保を図るとともに、行政機関相互

の通信回線としても活用できる大容量の無線通信ネットワークである「新総合通信ネットワーク」

の構築を進めており、平成１４年度中の運用を目指しています。 

 地域の情報通信基盤のひとつであるケーブルテレビ（ＣＡＴＶ）は、現在本県には１７社が開局

しており、県内５２市町をカバーしています。サービスが受けられるエリアに在住する県民は全県

民の約９２％で、県全世帯の約３１％（平成１３年３月末現在）が実際に加入しています。最近で

は、インターネット接続サービスの利用者も急激に増加しています。今後、ＣＡＴＶを行政サービ

スに活用する可能性があることなどを踏まえ、本県では国の補助制度を活用した支援に努めて

います。 
 情報通信に係る地域格差は、地域の情報化を推進する上での大きなハンディキャップとなるこ

とから、国の情報通信格差是正事業を活用し、移動通信用鉄塔施設整備事業、新世代地域ケ

ーブルテレビ施設整備事業等市町村への支援を行っています。 

 

〇 情報通信産業の振興 

平成１１年４月に策定した「あいち情報産業ビジョン」では、情報通信産業振興の基本的な考
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え方（３つの柱：①モノづくり技術と情報技術との融合の促進を支援、②ソフトウエア、コンテンツ

産業の技術力、企画・提案力を強化、③２００５年中部国際空港開港及び日本国際博覧会開催

の機会を利用）に基づき、全国・世界に通用する情報通信産業の集積拠点をめざすこととしてい

ます。 

 また、平成１０年度には、企業と大学等の研究グループに対して先進的なソフトウェア･コンテン

ツの開発等に取り組む機会を提供する「近未来社会対応型情報通信産業振興事業（平成１３年

度からは産学提案型情報技術活用先進システム構築事業）」を開始し、新規産業の展開の促進

や情報技術者の育成の支援に努めています。 

 

 

〇 ＩＴＳの推進 

本県では、平成１０年７月に全国に先駆けて産・学・行政の連携により設置した「愛知県ＩＴＳ推

進協議会（会長：愛知県知事）」の活動を中心に、ＩＴＳの実用化･具体化に取り組んでいます。 

平成１１年７月には、同協議会の協力を得て、愛知県におけるＩＴＳ推進の基本的な方向を示

す「愛知県高度道路交通システム推進構想」を策定しました。 

また、２００５年の日本国際博覧会の開催や中部国際空港の開港に関連づけた先進的なＩＴＳ

の導入･活用が図られるよう検討や調整を行うとともに、当地域におけるＩＴＳの推進にとって大き

なはずみとなると考えられる「２００４年ＩＴＳ世界会議」の成功に向けて、地元として積極的に取組

を進めています。 

 
 愛 知 県 が め ざ す I T S               
 

 

  ITS を活用した 
  快適な地域づくり 

 
 人や物の移動の効率化 
生活の質的向上 

 安全な車両運行と暮らし 
環境にやさしい地域社会 
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ITS 実現への 
先導的役割 
ITS 産業の 
一大集積 
拠点の形成 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２章 情報化推進の基本的目標 

情報化推進のための５つの基本的目標を掲

げ、具体的な施策を展開する上での指針とし

ます。 



 
社会におけるＩＴ活用の広がりや県行政を取り巻く環境の変化などを踏まえ、本県で

は、ＩＴが豊かな県民生活の創造や産業の高度化、さらには県自らの変革を実現するた

めの重要なツール（手段・道具）であるとの認識のもと、以下の５つを情報化推進の基本

的目標に掲げ、創意と工夫を盛り込んだＩＴ活用施策を推進します。 

 
 
 
 

 

 

 

１ ＩＴを活用した豊かな社会づくり 
 

２１世紀を迎え、少子・高齢化や環境問題、さらには「心の豊かさ」の重視をはじめとする人々

の価値観の多様化など、県民生活の幅広い分野において、それを取り巻く状況が大きく変わり

つつあります。このような社会情勢の変化や県民の要望に応え、安心して暮らせる豊かな地域

社会を築くため、行政の各分野において積極的にＩＴを活用し、多様な住民サービスを提供する

などの取組を進めます。 

 
施策の方向  

○ 今後、少子・高齢化が一層進行し、福祉・医療分野に対する住民の要望が多様化していきま

す。ＩＴを活用することで、寝たきりの人や医療機関から遠くに住む人などが、自宅にいながら

診療が受けられたり、様々な福祉・医療情報が得られたりするなど、サービスを高度化すること

が可能になります。また、ＩＴを活用し、高齢者・障害者などの社会参加が容易になる環境を整

備することも重要です。 
 
○ ゆとりや自己実現に対する社会のニーズが高まっており、これらのニーズに応えていくため

にも、ＩＴを活用した学術・文化行政の高度化が求められています。インターネットを通じて図

書館や美術館などの芸術文化情報を発信するとともに、地域の有形・無形の文化財をデジタ

ル化するなど、後世に文化を伝えていく取組を進めます。また、ネットワークを活用した生涯

学習に関する情報提供も積極的に進めます。 
 
○ 近年、環境に対する意識の高まりが特に目立ってきています。県民が安心した生活ができる

ようにするためにも、環境に関する情報を迅速に提供するための取組を行います。また、県民

一人一人が環境問題に取り組み、省エネやごみの分別、リサイクルを実行するなど、環境に

やさしい社会を築き上げるため、ＩＴを活用した環境教育の充実などに取り組みます。 
 
○ 災害や緊急の場合などには、関係機関に対して被害状況を迅速に伝達する必要があるな

ど、情報の果たす役割が極めて重要になります。そのため、防災ネットワークの整備や緊急通

報体制の確立など、県民の生命・財産を守るためのシステムづくりを進めます。また、ＩＴ化が

進展し世の中が便利になった反面、ネットワークを利用した犯罪が社会問題化するなど、ＩＴ

化の負の側面が顕在しています。県民が安心してＩＴ社会の恩恵を受けられるようにするため

にも、ネットワークの安全性、信頼性を確保するための取組を行います。 
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○ 中部国際空港の開港や日本国際博覧会の開催に向け、県民や県外からの訪問者に対する

観光情報の提供を充実する必要があります。人々が交流する魅力ある地域をつくるためにも、

それらの情報を積極的に発信していきます。 
 
○ 本県における交通に関する様々な問題を解決し、地域の特性を活かした魅力ある地域社会

を築くために、地域が抱える具体的な課題に対応したＩＴＳの導入を促進するとともに、２００５

年の中部国際空港の開港、日本国際博覧会の開催など大規模プロジェクトを契機とした先進

的なＩＴＳの導入･活用を推進します。また、２００４年に本県名古屋市で開催されるＩＴＳ世界会

議の成功に向けて、積極的な取組を進めます。 
 
 
 
２ 電子地方政府の構築 
  

社会においてＩＴ活用が急速に拡大する中、行政分野においてもＩＴを積極的に取り込んだ新

しい行政を構築しようとする動きが活発化しています。これまで、県と県民との間、県と他の行政

機関との間、及び県内部での情報のやりとりは、ほとんど書類ベース、対面ベースで行われてき

ました。このことは、県民・県の両方の側に、時間、コストなどが必要となり、それが両者にとって

大きな負担となっていました。そのため、ＩＴを積極的に活用することでこれらの負担を少なくし、

住民サービスの向上や業務の簡素・効率化が実現される新しい県のかたち、すなわち電子地方

政府を構築することが必要となっています。 

本県では、電子地方政府が２１世紀の地域社会・経済を支える重要な基盤であるという認識に

立ち、全庁的な推進体制のもと、その実現に向けた取組を進めていきます。 

 

 施策の方向  

○ ＩＴの活用により、県が提供する多くのサービスをインターネット等を通じて行うことで、県民

が県機関に直接出向くことなく、自宅や事業所または最寄りの公共機関から利用できるように

します。このことにより、利便性の向上はもとより、交通費や往復の所要時間などの軽減にもつ

ながります。 

また、これからは、県民をパートナーとして協働して県を運営していくことが求められていま

す。透明性の高い県政を実現するため、情報はできる限り公開するという基本的な姿勢のもと、

ホームページ等を活用して積極的に情報提供を進めるとともに、ＩＴを活用することで、県民が

県政に参画する機会が今まで以上に創出されるよう取り組みます。 

  
○ 行政の内部においても、厳しい財政状況の中で多様化する県民ニーズに対応した質の高

いサービスを提供するために、ＩＴを活用した業務の簡素・効率化を進めます。 
業務にＩＴを活用するに当たっては、これまでの業務をそのままＩＴ化するのではなく、類似

業務の整理や制度・組織の見直しも併せて進めるＢＰＲを実施し、ＩＴ化が住民サービスの向

上や業務の効率化という本来の目的のために行われることを明確にしていかなければなりま

せん。ＩＴ化そのものが目的になるのではなく、あくまでも目的を達成するための手段であると
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いう認識を持つことが必要になります。 
また、情報を資源として最大限に活用し、新たな知恵を創造するナレッジマネジメントの導

入も重要になります。これまで職員個人がノウハウという形で持っていた様々な知識を多くの

職員で共有することにより、そこから新しい施策が生み出されるなど、ＩＴを職員の政策形成能

力の向上に活かします。 
 
○ 電子地方政府を構成する多くのシステムを実現するためには、基盤整備が不可欠です。パ

ソコンや庁内外のネットワークを整備するとともに、情報セキュリティに対する備えを万全にす

る取組を進めます。 
また、国や市町村との連携が重要になってきます。特に市町村については、それぞれが単

独で同じようなシステムを整備するとなると、全体として過大なコストがかかるうえ、整備が遅れ

る市町村がでてくることなどから、県単位での広域連携によりシステムの共同運営を図る方式

を検討します。 
 
○ どんなにＩＴ化が進んでも、それを扱うのは結局職員個人です。そのため、職員が情報シス

テムを扱えるようになることはもちろんのこと、職員一人一人が自らの業務を見直していく意識

改革が不可欠になります。それには、従来の発想を改め、企業の経営感覚を導入する必要が

あります。県民（顧客）の満足度とコスト削減を当然のことと考える職員を育てます。 
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【電子地方政府の全体イメージ図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国  

インターネット 

 

電
子
地
方
政
府 ・

・

・

県が県民に対して 
・県政の様々な情報を提供する 

・手当ての認定通知を発行する 

・納入済通知(領収書)を発行する 

・公共施設の予約を受付ける 

・提言や質問に答える  など 

県民が県に対して 
・県政の様々な情報を入手する 
・各種手当てを申請する 
・税金や手数料等を支払う 
・公共施設の予約をする 
・県に提言や質問をする など 

企業・団体が県に対して 
・各種許認可を申請する 
・法人税の申告手続きをする 
・税金や手数料等を支払う 
・入札に参加する  など 

県が企業・団体に対して 
・各種許認可証を発行する 

・法人税の申告結果を通知する 

・納入済通知(領収書)を発行する 

・入札結果を通知する  など 

県  民         企 業・団 体 

 

住民基本台帳 
ネットワークシステム 

総合行政 
ネットワーク 

       県内市町村        その他自治体 

職員 

基 盤 整 備 
１人１台パソコンの整備 
セキュリティ対策 
職員リテラシー向上 

業務の簡素・効率化 
・総合文書管理システム(電子決裁等) 
・情報共有・活用 など 

県民サービスの向上 
・電子申請・届出システム 
・電子調達システム など 

ホームページ（ネットあいち） 総合窓口・情報提供 など 
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３ ＩＴの活用による産業の活性化 
 
県民の雇用を確保し、地域経済を活性化するためにも、産業の振興は県政の重要な課題で

す。本県は古くから製造業が盛んな地域であり、長くわが国の経済をリードしてきました。また、

農林水産業やサービス業なども、地域経済に重要な地位を占めています。地域経済が今後も引

き続き発展するためにも、情報通信産業を基幹産業に発展させるとともに、産業分野に積極的

にＩＴを活用していきます。 
 
 施策の方向  
○ 情報通信技術の進歩は目覚しいものがあり、社会のあらゆる分野に浸透しています。本県と

しても、情報通信産業を地域の基幹産業の一つとして発展させていきます。 
県内に厚い産業集積のある既存の製造業から新たな情報通信関連産業が育ちつつありま

す。特に自動車を中心とした輸送機器分野においては、ＩＴＳなどに情報通信技術が多数取り

入れられています。このように、本県が昔から培ってきたモノづくり技術と情報通信技術の融

合という視点を取り入れ、また、既存の産業集積の側から要請されるソフトウェアやコンテンツ

のニーズをこの地域で受け止める必要があります。このため、県内の情報通信産業を振興し、

基幹産業の一つとして発展させる取組を推進します。 
 
○ 情報通信産業の振興のために、積極的に産学連携を進めていきます。地元企業の技術レ

ベルの向上を図るとともに、大学等の高度な研究成果を創業や製品開発に活かしていきま

す。 
 
○ 情報通信産業の振興には、情報系*ベンチャー企業の育成も重要です。産業全体における

ベンチャー企業の果たす役割が大きくなっていますが、情報通信産業は比較的設備投資が

少なくても創業ができ、また、他業種からの新ビジネス展開も可能な新規成長分野であること

から、行政として情報系ベンチャー企業の育成を支援する取組を進めます。 
   
○ 情報通信産業の発展や地域産業の高度化のためには、それを支える高度なＩＴ技能を持っ

た人材が不可欠です。特に、この地域は高度なソフトウェア技術者や*コンテンツクリエイター

などが不足していると言われており、それらの人材の育成に一層取り組んでいきます。 
 
○ 企業活動において、ＩＴを活用した経営の合理化、顧客サービスの高度化などを進めること

は、厳しい競争を勝ち抜き、大きく成長していくために極めて重要となります。多くの大企業な

どでは、以前からＩＴ化に積極的に取り組んできました。しかし、経営基盤の弱い多くの中小企

業では、充分なＩＴ化投資が行えず、競争力低下の危機にあります。そのため、県内企業のＩＴ

化への取組を支援し、経営の合理化、高度化を促していく取組を進めます。 
 
○ 本県は、とかく製造業が注目されがちですが、日本で有数の農林水産業が盛んな県でもあ

ります。農林水産業経営にＩＴを導入し、その高度化を図るとともに、生産者、消費者に対して

情報を積極的に提供するなど、農林水産業のＩＴ化を進めます。 
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４ すべての県民がＩＴを活用できる社会の実現 
 
 平成１７年（２００５年）には我が国のインターネット個人普及率が６０％を大幅に上回ることが予

想されるなど、社会におけるＩＴ活用は確実に広がっています。しかしながら、ＩＴ活用にはパソコ

ン等の機器操作が必要であるなど、現状では必ずしも誰もが気軽に活用できるものではありませ

ん。その結果、ＩＴの恩恵を享受できない情報弱者が生み出されており、ＩＴ社会における大きな

課題となっています。 
そのため、本県では、県民の誰もがＩＴを活用できる社会の実現を目指し、県民の*情報リテラ

シーの向上や*情報バリアフリー環境の整備に向けた取組を進めます。 
 
 施策の方向  
○ 今後の社会を担う子供たちがＩＴを活用する能力を身に付けるため、学校におけるＩＴ教育を

充実する必要があります。そのため、県内の公立学校にコンピュータを設置するなど、ＩＴ教育

に必要な環境の整備を進めます。また、ハード面だけでなく、子供たちにＩＴ教育を行うことが

できる教員を養成するなど、ソフト面での施策にも取り組んでいきます。 
 
○ ＩＴに対する興味や学習意欲は高いものの、これまでＩＴに触れる機会に恵まれなかった人に、

一つの大きなきっかけを与えることも重要です。すべての県民がＩＴを活用できる社会を実現

するため、学校だけでなく、生涯学習の機会などを通して広く社会人にＩＴ学習の機会を提供

する取組を進めます。こうした中で、ＩＴ学習を支援している地域のＮＰＯ等との連携にも努め

ていきます。 
 
○ すべての県民、特に高齢者や障害者などがＩＴを自由に活用できる環境の整備に向けた取

組が重要です。通常では社会参加が困難となる高齢者や障害者こそ、ＩＴをうまく活用すること

によって、様々な形での社会参加が可能になります。そのため、高齢者や障害者が使い易い

ＩＴ機器やシステムの普及に努めつつ、すべての人にやさしいバリアフリー環境を目指しま

す。 
また、本県のホームページのバリアフリー化についても、率先した取組を進めます。 

 
 
 
５ 高度な情報通信環境の整備 

 
平成１２年末頃からのＩＴ化の特徴は、ＡＤＳＬやケーブルインターネットに象徴される高速大

容量、常時接続、低料金のインターネット接続サービスが急速に普及し、本格的なブロードバン

ド時代が到来しつつあることです。誰もがあらゆる生活の場面で、意識することなく自由にインタ

ーネットを活用することができるよう、高度な情報通信環境の整備に努めます。 
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 施策の方向  
○ 急速にブロードバンドサービスが普及する一方、採算性などの理由により、民間主導では整

備の進まない地域が生じてきています。県民すべてがＩＴの利便性を享受するためには、こう

した地理的な情報格差に対して、補助事業の活用など公的支援を図りながらその是正に努め

ます。 
 
○ インターネット利用者の半数以上が、場所を選ばない利便性や高価な機器を必要としない

手軽さから、携帯電話などの携帯情報端末を利用しています。現在、携帯電話において、メ

ールの交換やホームページの閲覧にとどまらない音楽や動画像などの大容量データのサー

ビスが始まっており、今後も益々進化していくことが予想されます。 
そのため、県民の誰もが移動体通信サービスを利用できるよう、サービスが提供されない地

域の解消に努めるとともに、県のホームページにおいて、携帯電話向けサービスの拡充を進

めます。 
 
○ 地域におけるブロードバンド化の進展に伴い、通信量が爆発的に増加することが予想され

ます。そのような中、インターネット通信環境をより安定・向上させていくため、地域内にインタ

ーネットの相互接続点である*ＩＸ（インターネットエクスチェンジ）を整備することが重要になっ

ています。 
現在、ＩＸのほとんどが東京に偏在している状況は、将来通信量が増加した際に、ＩＸが通信

のボトルネックとなる不安や災害等に対して脆弱であることなどから、国内のＩＸを地域に分散

化していくことが望まれています。さらに当地域がＩＸの拠点となることにより、本県にインター

ネット関連ビジネスなど情報通信産業の集積が図られることも期待されます。そのため、今後

本県におけるＩＸの機能強化に向けた検討を進めます。 
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超高速又は高速インターネットアクセスが利用可能な市町村（１４年２月末現在） 

          （市町村の一部地域で利用可能な場合も全域として表示した。） 
 
 
 

※ 超高速インターネットアクセスとは、光ファイバ回線を利用したサービスのこと。 
※ 高速インターネットアクセスとは、ＡＤＳＬ、ケーブルインターネット、無線（１０Ｍ*ｂｐｓ程度）を利用

したサービスのこと。 
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